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Ⅰ 総論 

 

沼津市の現状 沼津市の特性 

〇深刻な人口減少（沿岸部・ﾌｧﾐﾘｰ層） 

〇高齢者の増加・出生数の減少 

〇外国人人口の増加 

〇事業所・従業員数の減少 

〇農林水産業従事者の高齢化 

〇昼夜間人口比率の減少傾向 

 

〇高い都市の拠点性 

〇道路等の都市基盤整備（東駿河湾・鉄道高架） 

〇環境への意識の高さ 

〇世界に誇れる自然環境、歴史・文化等の地域
資源 

〇スポーツの推進と観光の振興 

〇まちづくり各分野への市民参画の増加 

〇ラブライブにみるおもてなし精神 

 

踏まえるべき社会潮流 

〇人口構造の変化・核家族・単身世帯の増加・2040年問題 

〇産業構造の変化・女性の就労と共働き・働き方の改革 

〇環境調和・持続可能性の追求 

〇東京一極集中の是正と地方創生の必要 

〇災害対策・安全安心社会の要請 

〇グローバル化の進展・多様性を認める社会・外国人材の流入 

〇公民連携の拡大 

 

市民意識調査からの取組の方向性 

①中心市街地活性化 ②医療・福祉サービス ③災害などへの安全対策 

 

まちづくり会議からの取組の方向性 

①中心市街地活性化 ②南北拠点軸の強化 ③豊富な観光資源の活用 

 

主要課題 

定住人口 ①人口減少の抑制（ﾌｧﾐﾘｰ層の引き留め、子育て支援、教育の充実、移住推進） 
②高齢者対応（医療、健康、社会参画等） 
③人中心で魅力ある都市づくり（都市基盤整備、公共交通、中心市街地活性
化） 

④外国人との共生 

交流人口 ①地域資源の有効活用（歴史・自然） 
②グローバルな視点での誘客（広域での連携・ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ・ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ） 
③スポーツや健康ツーリズムなどの新たな視点での観光の推進  
④都市間連携の推進（近隣市町との事業連携） 

産業振興 ①起業創業支援の充実（まちの担い手育成） 
②企業誘致・留置（土地利用調整） 
③既存商工業の活性化 
④農林水産業の振興（高度化、承継） 

安全・安心 ①災害に強いまちづくり（地震津波、河川氾濫等） 
②住み慣れた地域での安心で快適な暮らし（地域見守り・交通安全・空き家
対策）  

③次世代への自然環境等の継承（持続可能な都市） 
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Ⅰ－１ 社会潮流 
 

① 人口構造の変化・核家族・単身世帯の増加・2040年問題 

② 産業構造の変化・女性の就労と共働き・働き方の改革 

③ 環境調和・持続可能性の追求 

④ 東京一極集中の是正と地方創生の必要 

⑤ 災害対策と安全・安心社会の要請 

⑥ グローバル化の進展・多様性を認める社会・外国人材の流入 

⑦ 公民連携の拡大 

 

Ⅰ－１－① 人口構造の変化・核家族・単身世帯の増加・2040年問題 

 

○人口減少と少子高齢化の進行 

2015 年国勢調査によると、わが国の総人口は約１億 2,700 万人となっています。現在

は既に人口減少時代に突入しており、今後の総人口は、2060年には１億人を下回り、2065

年には 9,000万人を下回ると推計されています。（国立社会保障・人口問題研究所の 2017

年４月推計） 

少子高齢化が著しく進行し、2015年国勢調査では年少人口（0～14歳人口）が 12.4％、

生産年齢人口（15～64 歳人口）が 59.6％、老年人口（65歳以上人口）が 27.2％となって

おり、老年人口が 21％以上である超高齢社会となっています。この少子高齢化の傾向は

今後も続き、2065年には、年少人口が 10.2％、生産年齢人口が 51.4％、老年人口が 38.4％

になるものと推計されています。（国立社会保障・人口問題研究所の同推計） 

 

 ○核家族の増加と単身世帯の増加 

  核家族世帯（夫婦のみ世帯、夫婦と子世帯、ひとり親と子世帯）の占める割合は一貫し

て増加しており、今後も増加を続けることが見込まれていますが、2050 年には、単身世

帯が約４割を占め、単身世帯のうち高齢者単身世帯の割合は５割を超えると見込まれて

います。 

 

 ○2040年問題 

2040年には 85歳以上の人口が高齢人口の３割近くになり、これらを含む高齢者と生産

年齢の不均衡が著しい水準に達することとなり、社会保障など様々な問題が懸念されて

います。また、東京圏への若者の流出とそれに伴う地方の担い手不足による不均衡が進み、

疲弊する地方自治体が増えることが懸念されており、スマート自治体への転換等の必要

性が求められています。 
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Ⅰ－１－② 産業構造の変化・女性の就労と共働き・働き方の改革 

 

 ○産業構造の変化 

  わが国の産業構造は、経済のグローバル化による国際競争の激化や、製造業の海外生産

比率の高まり、事業所の再編・統合、情報通信技術（ＩＣＴ）の発展等により、大きく変

化しています。また、ロボットによる業務自動化（ＲＰＡ）や人工知能（ＡＩ）等の革新

的な技術の向上は、産業構造の変革をもたらすと予想されています。 

 

 ○就労環境の変化 

人口減少や少子高齢化の進行により経済規模（消費）の縮小や労働力人口の減少が懸念

されるなか、共働き世帯が増加し、女性の労働意欲の高まりが考えられることから、女性

の就労や働き方改革の必要性が高まっています。 

 

Ⅰ－１－③ 環境調和・持続可能性の追求 

 

 ○環境との調和 

地球温暖化の危機が叫ばれ、廃棄物の排出抑制や再利用等を含む資源循環型社会への

転換や生物多様性の維持、再生可能エネルギーの利用拡大が進められています。 

 

 ○持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、“持続可能で強靱、そして誰一人取り残さない、

経済・社会・環境の統合的向上が実現された未来への先駆者を目指す”ものとして 2015

年に国連で採択されました。地方自治体においては地方創生の実現に資する目標として

達成に向けた具体的な取組が求められています。 

 

Ⅰ－１－④ 東京一極集中の是正と地方創生の必要 

 

 ○東京一極集中の是正 

  政府は、2020 年までに東京圏１都３県の人口転出入を均衡させることを目標としてい

ますが、地方での雇用創出効果が見えないまま、転入超過が拡大し、東京一極集中が進ん

でいます。 

 

 ○地方創生の必要性 

地方圏の地域社会維持を目指して、地方創生の取組が進められているなか、各自治体は

人口の維持や地域経済が活力のある成長・発展を続けることが求められています。 
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Ⅰ－１－⑤ 災害対策と安全・安心社会の要請 

 

 ○災害対策の強化 

東日本大震災をはじめ、全国で相次ぐ風水害を含む自然災害が発生しているため、国や

自治体でも防災・減災対策への取組が強化されています。 

 

 ○安全・安心社会の要請 

地震や洪水など自然災害の発生への不安や食の安全に関わる問題、子どもや高齢者を

狙った犯罪の増加、悪質商法などの消費生活に関する安全性など、さまざまな分野におい

て安全・安心に対する関心が高まっています。 

 

Ⅰ－１－⑥ グローバル化の進展・多様性を認める社会・外国人材の
流入 

 

 ○新たなグローバル化 

グローバル化は、民間経済や政治分野だけでなく、市民レベルの交流や文化・スポーツ

分野での交流も含めて多様に広がりつつあります。 

 

 ○多様性を認める社会 

性的指向や性自認、国籍などによる差別の解消をはじめとした「多様性が受け入れられ

る社会」を目指すことが求められています。 

 

 ○外国人との共生 

国内に居住する外国人は増加しており、沼津市内に住む外国人も増えています。東京

2020 オリンピック・パラリンピックの開催や出入国管理及び難民認定法の改正などを背

景として、今後も同様な傾向が続くと考えられており、外国人との共生が求められていま

す。 

 

Ⅰ－１－⑦ 公民連携の拡大 

 

 ○公民連携 

これまで行政が主体として担ってきた公共サービスについて、効率的かつ効果的にサ

ービスを提供するという観点から、官と民がパートナーを組んで事業を行うという、新し

い官民協力の形態であり、次第に地方自治体で採用される動きが広がっています。 
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Ⅰ－２ 定住 
 

主な現状 

○総人口は、1995年をピークに減少傾向が続き、約 1,000人／年減少しています。 

○年少人口と生産年齢人口は減少傾向を続けており、2015 年国勢調査では、年少人口が

約 22,000人、生産年齢人口が約 115,000人となっています。 

○老年人口は増加傾向を続けており、2015 年国勢調査では約 57,000 人、高齢化率は

29.3％となっています。 

○国立社会保障・人口問題研究所による人口推計では、計画目標年次の 2030年が 166,985

人と推計され、15年間で約 28,000人、年間約 1,800人減少することになります。 

○転出先の上位は三島市、富士市、静岡市の順となっています。 

○５歳階級別の転入人数―転出人数では、ほとんどの年代で転出超過となっていますが、

20歳～24歳では転出が転入を 1,213人と大きく上回っています。一方で、25歳～29歳

では、295人の転入超過となっており、他県や他市で働いていた方々の転勤や転居等に

伴う転入と推測できます。 

○地区別の人口では、沼津駅周辺（第一・第五）とその周辺の第二・第四・片浜・金岡・

大岡で人口の約６割を占め、10万人を超える人口集積地となっています。 

○外国人人口は、2005 年まで増加傾向にあり、2010 年には外国人人口が一時減少しまし

たが、2015 年には増加し、今後は労働力としての受け入れなど増加していくことが予

測されます。 

〇保育園の待機児童数は減少傾向にありますが、放課後児童クラブ待機児童数は入会者

が増加傾向にあるなかで、横ばいの状況となっています。 

○市立小・中学校の児童・生徒数は減少傾向にあり、小学校で年間平均約 220人、中学校

で約 100人減少しています。 

〇介護保険認定者数は、2012年３月末と 2019年３月末を比較すると、約 1,800 人増加し

ています。 

○道路整備は、市道を中心に進めていますが、都市公園は、周辺都市と市民 1人当たり都

市公園面積を比較すると、平均を下回っています。 

○ごみ収集量は減少傾向にあり、県内 35市町で比較すると生活系ごみの 1人 1日当たり

の排出量は６番目に少なく、リサイクル率は５番目に高くなっています。 
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Ⅰ－２－１ 総人口・世帯 

 

〇人口と世帯数 

本市の人口は、1995 年をピークに減少しています。 

人口減少の状態が継続しているにも関わらず、世帯数はゆるやかに増加しており、その

内訳として単身世帯及びひとり親世帯の増加が見受けられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：2015 年国勢調査） 

〇世帯の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：2015年国勢調査） 
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Ⅰ－２－２ 年齢３区分別人口 

 

2015年における年齢３区分別人口は、年少人口は 22,389人、生産年齢人口は 115,320

人でいずれも減少傾向となっており、その一方で老年人口は 57,076人で増加傾向となっ

ています。また、年齢３区分別の人口比率は、年少人口が 11.5%、生産年齢人口 59.2％、

老年人口 29.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：2015年国勢調査、年齢不詳は除く） 

 

 

18.1%

15.8%

14.6%

13.6%

12.8%

11.5%

70.6%

70.1%

68.2%

65.7%

62.5%

59.2%

11.3%

14.0%

17.2%

20.8%

24.6%

29.3%

1990

1995

2000

2005

2010

2015

年少人口

（0〜14歳）

生産年齢人口

（15〜64歳）

老年人口

（65歳以上）

39,079 34,276 30,885 28,224 25,911 22,389 

152,700 151,792 144,228 136,574 126,489 
115,320 

24,381 30,402 36,419 43,202 
49,821 

57,076 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015

年少人口

（0〜14歳）

生産年齢人口

（15〜64歳）

老年人口

（65歳以上）

216,470 211,532 208,000
202,221 194,785

216,160



8 

 

Ⅰ－２－３ 人口の将来予測 
 

国立社会保障・人口問題研究所による推計では、計画目標年次の 2030年（令和 12年）

が 166,985人と推計され、2015年（平成 27年）と比較すると 15年で 28,648人、約 15％

減少するとの結果になっています。 

2015 年（平成 27 年）に策定した人口ﾋﾞｼﾞｮﾝの算定手法に 2015 年国勢調査の実績を反

映させた推計では、2030年（令和 12年）で数値の逆転はあるものの、ほぼ推計どおりと

なっています。 

 

 

国立社会保障・人口問題研究所による年齢３区分別人口の推計では、計画目標年次の

2030年（令和 12年）の年少人口は 14,554人（8.7％）、生産年齢人口は 92,264人（55.3％）、

老年人口は 60,167人（36.0％）という結果になり、今後も少子高齢化が進行することが

顕著に見受けられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料：2018.3 国立社会保障・人口問題研究所推計） 
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Ⅰ－２－４ 自然動態 
 

〇本市の自然動態と合計特殊出生率の推移 

本市の自然動態は、少子高齢化に伴い年々出生数が減少し、死亡数が増加する傾向が継

続しています。また、合計特殊出生率の状況を見ても、本市は静岡県の値より低い状況が

続いています。  

 

〇本市の自然動態                           （人） 

年度 

自  然  動  態 

出 生 死 亡 
自然増減 

男 女 合計 男 女 合計 

2000 986 976 1,962 877 709 1,586 376 

2005 851 861 1,712 985 829 1,814 -102 

2010 765 752 1,517 1,145 999 2,144 -627 

2015 630 616 1,246 1,145 1,089 2,234 -988 

2018 558 512 1,070 1,301 1,181 2,482 -1,412 

（資料：住民基本台帳、日本人のみ） 

 

〇本市の合計特殊出生率 

 

                  （資料：厚生労働省人口動態保健所・市町村別統計） 
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Ⅰ－２－５ 社会動態（転出入人口） 

 

〇本市における 2011年度～2015年度の転入・転出（国勢調査） 

自治体ごとの転出数の上位は三島市、富士市、静岡市の順となっています。 

５歳階級別の転入人数―転出人数を見ると、ほとんどの年代で転出超過となっていま

すが、中でも 20 歳～24 歳で－1,213 人と転出が転入を大きく上回っています。一方で、

25 歳～29 歳では、295 人の転入超過となっており、他県や他市で働いていた方々の転勤

や転居等に伴う転入と推測できます。 

 

 

（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（資料：2015 年国勢調査） 
 

〇本市における 2011年度～2015年度の転入・転出（地図） 
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〇本市における転出数上位５市町とその他県内、県外の 2011年度～2015年度の転

入人数-転出人数の年齢区分ごとの分析 

 

 

 

単位：人 
 

0～4歳 5～9歳 10～ 14

歳 

15～ 19

歳 

20～ 24

歳 

25～ 29

歳 

30～ 34

歳 

35～ 39

歳 

40～44 歳 

総計 -185 -355 -231 -641 -1213 295 -432 -457 -381 

三島市 -36 -73 -41 -21 -28 -29 -60 -107 -38 

富士市 -25 -48 -17 12 -35 -27 -68 -75 -32 

静岡市 -41 -53 -35 -40 -70 12 -82 -71 -58 

長泉町 -5 -12 -7 -49 -7 -79 -67 -33 -46 

清水町 -18 8 -3 3 -17 -55 -59 -11 -9 

その他県内 -40 -107 -23 77 -50 -11 -84 -62 -46 

県外 -47 -105 -135 -668 -1151 353 -119 -173 -206 

          

          

          

          

          

          

         単位：人 
 

45～ 49

歳 

50～ 54

歳 

55～ 59

歳 

60～ 64

歳 

65～ 69

歳 

70～ 74

歳 

75～ 79

歳 

80～ 84

歳 

85 歳以上 

総計 -171 -180 -144 -143 -106 -14 -52 -51 40 

三島市 -40 -28 8 -34 -2 -5 -3 16 20 

富士市 -20 -10 -15 -20 -20 -3 -9 -9 -21 

静岡市 -43 -26 -4 -9 -11 3 -2 -10 4 

長泉町 -11 -3 1 5 1 -3 -2 -10 -6 

清水町 12 -4 -7 -6 -7 -6 -16 -14 11 

その他県内 19 -35 -35 -53 -28 -9 -18 -4 9 

県外 -127 -97 -110 -33 -44 5 -4 -22 23 

（資料：2015 年国勢調査） 

 

親子で三島市や富士市、静岡市に転出してい

ると推定される。 

子との同居、老人ホーム等の施設への入居により本市に

転入していると推定される。 

県外への進学、就職により転出して

いると推定される。 
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〇転出入者アンケートの傾向 

2018年度（平成 30年度）に実施した転出入者へのアンケート結果（市民課窓口で実

施。転入世帯 33、転出世帯 45、市内転居世帯 30）によると、転出者の理由の多くは

「就職や転勤、退職など仕事関連の理由」が約５割を占め、転出先の自治体を選んだ理

由についても、「勤務先があるから」が約７割を占めています。 

また、本市に転入した理由としては、「実家がある」が５割、「勤務先があるから」が

約４割となっており、市内転居者についても同様の理由となっています。 

 

〇移住者の状況 

  相談会や本市への電話等による移住相談の件数、実際の移住者数は年々増加傾向にあ

ります。 

本市を移住先として選んだ理由としては、「海のあるまちで暮らしたい」など、本市

の特色である豊かな自然に惹かれての移住理由が多く挙げられています。 

 

 年度 2015（H27） 2016（H28） 2017（H29） 2018（H30） 

相談件数 93 件 86 件 90 件 117 件 

移住件数 6 件 12 件 11 件 11 件 

年代別内訳 

10 代 － － － 1 

20 代 １ 3 1 1 

30 代 １ 4 3 3 

40 代 １ － 5 3 

50 代 － 1 － 2 

60 代以上 ３ 4 2 1 

移住者数 11 人 28 人 25 人 22 人 

（うち県外から） 9 人 27 人 21 人 20 人 

（資料：政策企画課） 
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Ⅰ－２－６ 地区別人口 

 

地区別の人口を見ると、沼津駅周辺（第一・第五）とその周辺の第二・第四・片浜・金

岡・大岡で人口の約６割を占め、10万人を超える人口集積地となっています。 

また、地区別の人口増減率を見ると、戸田、静浦、内浦、第二、西浦地区などの海に面

した地域での人口減少率が高くなっています。  

（単位：人） 

地区 2011 年 2013年 2015年 2017年 2019年 
 2011 年～2019 年

人口増減率 

第一 7,353 7,427 7,269 7,037 6,931 
 

-5.7 

第二 7,397 7,000 6,575 6,348 6,108 
 

-17.4 

第三 20,539 19,874 19,178 18,809 18,555 
 

-9.7 

第四 12,941 12,396 12,146 11,908 11,560 
 

-10.7 

第五 14,737 14,681 14,385 14,075 13,823 
 

-6.2 

片浜 17,753 17,037 16,593 16,207 15,851 
 

-10.7 

金岡 36,477 36,454 36,401 36,340 36,084 
 

-1.1 

大岡 27,847 27,676 27,622 27,310 27,245 
 

-2.2 

静浦 6,740 6,336 6,008 5,725 5,409 
 

-19.7 

愛鷹 16,517 16,398 16,138 15,756 15,516 
 

-6.1 

内浦 2,220 2,149 2,010 1,892 1,793 
 

-19.2 

西浦 1,962 1,897 1,800 1,733 1,642 
 

-16.3 

原 20,228 19,562 19,171 18,733 18,139 
 

-10.3 

浮島 6,116 6,050 5,896 5,731 5,626 
 

-8.0 

大平 4,283 4,120 4,019 3,931 3,785 
 

-11.6 

戸田 3,521 3,280 3,085 2,925 2,745 
 

-22.0 

総数 206,631 202,337 198,296 194,460 190,812 
 

-7.7 

※人口増減率=（１－2019 年人口÷2011年人口）  

（人口資料：住民基本台帳（各年 4 月１日現在の日本人）） 

 



14 

 

Ⅰ－２－７ 外国人人口 

 

本市の外国人人口は、2005年まで増加傾向にありましたが、2008年のリーマンショッ

クに伴う不況を契機に、ブラジル国籍者、ペルー国籍者等が減少し、2010 年には外国人

人口が一時減少しましたが、2015 年にはフィリピン国籍者数が中国国籍者数を超え最も

多くなるなど、外国人の構成比率が変化しています。 

今後は、出入国管理及び難民認定法の改正などを背景として、労働力としての外国人の

増加が予測されます。 

（単位：人） 

年次 
韓国，

朝鮮 
中国 

フィリ

ピン 
タイ 

インド

ネシア 

ベ ト

ナム 

イ ギ

リス 

ア メ

リカ 

ブ ラ

ジル 
ペルー その他 総数 

1985 343 60 - - - - - 19 - - 64 486 

1990 341 69 79 - - - - 41 - - 319 849 

1995 356 149 235 144 - - 8 47 385 224 165 1713 

2000 407 294 377 181 - - 10 55 292 256 227 2099 

2005 376 683 580 124 44 26 9 58 283 323 328 2834 

2010 336 617 598 108 35 61 18 49 188 240 299 2549 

2015 352 563 851 120 48 109 12 67 158 180 412 2872 

（資料：国勢調査） 
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Ⅰ－２－８ 待機児童数 

 

〇保育園待機児童数                          （人） 

年齢 2017.4.1 2018.4.1 2019.4.1 

0歳児 ６（ 24） １（ 8） １（ 6） 

1歳児 １１（ 38） ７（39） １０（47） 

2歳児 １１（ 37） ３（19） ３（14） 

3歳児 １（ 11） ２（13） １（ 4） 

4歳児 １（  2） ０（ 2） ０（ 4） 

5歳児 ０（  2） ０（ 1） ０（ 2） 

合計 ３０（114） １３（82） １５（77） 

※上記は、認定児童全数（保育が必要と認められた児童数）から、希望園を特定して求職中などの児童

を除いた人数 

※（ ）は認定児童全数                        （資料：子育て支援課） 

 

 

〇放課後児童クラブの待機児童数                        

 2017.5.1 2018.5.1 2019.5.1 

待機児童数（人） 57 52 58 

入会者（人） 1,057 1,124 1,278 

クラブ設置数 32 35 38（予定） 

待機児童発生地区 
原、開北、沢田、第四、 

愛鷹、門池、 
原、金岡、沢田、門池、 原、金岡、門池 

（資料：子育て支援課） 
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Ⅰ－２－９ 市立小・中学校児童・生徒数の動向 
 

市立小・中学校の児童・生徒数は減少傾向にあり、2019年の総数は 13,012人で、2012

年の 15,474人と比較して約 16％減少しています。 

人口の将来予測で年少人口の減少が見込まれていることから、今後も児童・生徒数の減

少が予測されます。 

 

○市立小学校児童数等の推移 

年次 
学校数 

（校） 

学級数 

（学級） 

児童数（人） 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 総数 

2012 24 372 1,571 1,630 1,679 1,704 1,761 1,745 10,090 

2013 24 366 1,601 1,549 1,606 1,661 1,680 1,758 9,855 

2014 24 359 1,473 1,584 1,523 1,615 1,663 1,672 9,530 

2015 24 350 1,521 1,473 1,586 1,517 1,608 1,668 9,373 

2016 24 345 1,434 1,526 1,460 1,577 1,519 1,614 9,130 

2017 24 342 1,379 1,428 1,524 1,465 1,570 1,518 8,884 

2018 24 340 1,279  1,359  1,436  1,504  1,463  1,572  8,613 

2019 24 331 1,319  1,276  1,357  1,435  1,508  1,471  8,366 

（資料：教育企画課(各年 5 月 1 日現在)） 

 

○市立中学校生徒数等の推移 

年次 
学校数 

（校） 

学級数 

（学級） 

生徒数（人） 

１年 ２年 ３年 総数 

2012 18 183 1,811 1,838 1,735 5,384 

2013 18 185 1,698 1,804 1,829 5,331 

2014 18 181 1,721 1,703 1,803 5,227 

2015 18 175 1,627 1,721 1,700 5,048 

2016 18 174 1,633 1,630 1,717 4,980 

2017 18 175 1,586 1,640 1,627 4,853 

2018 18 172 1,501  1,591  1,644  4,736 

2019 18 173 1,555  1,499  1,592  4,646 

（資料：教育企画課(各年 5 月 1 日現在)） 
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Ⅰ－２－10 高齢者福祉 
 

少子高齢化に伴い 2012年３月末に比べて 2019年３月末の第１号被保険者（65歳以上）

の数は約 1.2 倍に増加していますが、中でも要介護等認定者数は約 1.3 倍に増加してい

ることから、介護を必要としている人の割合の増加傾向が見受けられます。 

 

〇介護保険認定者数                            （人) 

年次 人口 

1 号（65 歳

以上被保

険者数） 

 
要介護

等認定

者数 

内 訳 

左 記 の

うち 75

歳以上 

要 支 援

１ 

要 支 援

２ 

要 介 護

１ 

要 介 護

２ 

要 介 護

３ 

要 介 護

４ 

要 介 護

５ 

2012 204,700 51,623 24,750 7,472 1,108 1,026 1,419 1,212 964 938 805 

2013 202,337 53,518 25,529 7,877 1,391 1,074 1,549 1,181 939 953 790 

2014 203,806 55,160 26,072 8,064 1,670 974 1,682 1,182 862 970 724 

2015 201,804 56,687 26,790 8,234 1,836 1,006 1,724 1,135 927 950 656 

2016 199,901 58,028 27,720 8,565 1,927 1,002 1,752 1,157 1,054 1,012 661 

2017 198,124 58,915 28,772 8,746 1,756 1,128 1,748 1,233 1,095 1,144 642 

2018 196,530 59,698 29,749 9,025 1,572 1,297 1,805 1,318 1,140 1,199 694 

2019 195,039 60,182 30,716 9,217 1,643 1,493 1,675 1,300 1,249 1,185 672 

※人口は住民基本台帳による。数値は各年３月末現在。          （資料：介護保険課） 

 

○介護サービス利用者数の推移 

本市の介護サービスの利用者数は下表に示すように年々増加しており、中でも地域の

実情に即して提供される地域密着型サービスの利用者が増加しています。     

                                  （人） 

年度 在宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス 

2012 5,077 513 1,436 

2013 5,392 496 1,488 

2014 5,609 551 1,511 

2015 5,860 627 1,535 

2016 6,142 1,347 1,469 

2017 6,045 1,484 1,408 

2018 5,879 1,524 1,392 

 ※数値は月平均の利用者数。 （資料：介護保険課） 



18 

 

Ⅰ－２－11 道路・公園の状況 

 

道路は、市道を中心に整備を進めており、都市の骨格を形成し拠点を結ぶ都市計画道路

については、優先度を定めて計画的に整備に取り組んでいます。 

市民 1 人当たりの都市公園面積は少しずつ増加傾向にありますが、周辺都市と比較す

ると平均を下回っているものの、中央値（6.2）は上回っています。市民アンケートでは、

定住人口確保に向けた子育て世代の支援として「安心して遊ばせることのできる遊び場・

公園などの整備」が上位で求められています。 

 

○道路実延長の推移                 （単位：km） 

年度 国道 県道 市道 総数 

2012 28,560 126,740 1,132,633 1,287,933 

2013 28,560 126,740 1,129,661 1,284,961 

2014 28,560 126,325 1,129,419 1,284,304 

2015 28,560 126,325 1,131,906 1,286,791 

2016 28,560 126,349 1,135,641 1,290,550 

2017 28,560 126,349 1,135,760 1,290,669 

（資料：国土交通省沼津河川国道事務所、道路管理課） 

 

○市道路線数•実延長の推移 

年度 路線数 
実延長 

(km) 

改良・未改良別

(km) 
路面別(km) 

自動車 

交通不能 

(km) 改良 未改良 未舗装 舗装道 

2011 4,383 1,132.6 553.5 579.1 152.3 980.3 204.9 

2012 4,385 1,129.6 554.4 575.2 151.3 978.3 204.2 

2013 4,384 1,129.4 556.3 573.1 151.0 978.4 203.7 

2014 4,391 1,131.9 559.3 572.6 150.4 981.5 202.8 

2015 4,399 1,135.6 565.2 570.4 150.2 985.4 201.9 

2016 4,401 1,135.8 565.6 570.2 150.1 985.7 201.5 

※自動車交通不能は未改良のうち数である。   

 （資料：道路管理課） 
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〇道路整備方針図 
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○本市の都市公園面積                    （面積の単位：ha） 

年度 
街区公園 近隣公園 地区公園 総合公園 運動公園 

数 面積 数 面積 数 面積 数 面積 数 面積 

2013 123 13.10 5 5.60 1 0.61 2 19.65 1 60.14 

2014 124 13.35 5 5.60 1 1.11 2 21.75 1 60.14 

2015 126 13.50 5 5.60 1 1.11 2 22.44 1 60.14 

2016 128 14.18 5 5.60 1 1.11 2 22.44 1 60.14 

2017 129 14.19 5 5.60 1 1.11 2 22.44 1 60.14 

2018 129 14.19  5 5.60  1 1.11  2 22.44  2 61.21  

（資料：緑地公園課（各年 4 月 1 日現在）） 

              （単位：ha） 

年度 
風致公園 都市緑地 緑道 総数 人口１人当たり 

面積(㎡) 数 面積 数 面積 数 面積 数 面積 

2013 3 25.45 6 2.14 1 1.82 142 128.51 6.35 

2014 3 25.45 6 2.14 1 1.82 143 131.36 6.49 

2015 3 25.45 6 2.14 1 1.82 145 132.20 6.54 

2016 3 25.45 6 2.14 1 1.82 147 132.88 6.57 

2017 3 25.45 6 2.14 1 1.82 148 132.89 6.71 

2018 3 25.45  6 2.14  1 1.82  149 133.96  6.92 

（資料：緑地公園課（各年 4 月 1 日時点）） 

 

○周辺都市との市民 1人当たり都市公園面積の比較 

                                (単位：㎡/人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：国土交通省都市公園整備水準調書（2017年 3月 31 日時点）） 

 

 

中央値 
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Ⅰ－２－12 ごみリサイクル 

 

ごみ収集量は減少傾向にあり、県内 35市町と比較すると生活系ごみの 1人 1日当たり

の排出量は６番目に少なく、リサイクル率は５番目に高くなっています。 

 

○ごみ収集処理状況の推移                     （単位：t） 

年度 

収集量 

燃やす 

ごみ 

埋め立て 

ごみ 
資源 

プラスチックごみ                      

総数   プラスチック製

容器包装 

その他のプラス

チックごみ 

2011 33,238 1,297 6,369 2,756 1,844 45,504 

2012 32,103 1,252 5,542 2,639 1,738 43,274 

2013 31,592 1,153 4,849 2,585 1,613 41,792 

2014 31,341 1,071 4,257 2,537 1,499 40,705 

2015 30,845 1,125 4,142 2,529 1,540 40,181 

2016 30,360 1,102 3,873 2,453 1,466 39,254 

 （単位：t） 

年度 
処理量 

焼却 埋立 再生 熱源利用 総数 

2011 58,952 2,894 13,488 2,254 77,588 
2012 58,126 2,789 12,700 2,166 75,781 
2013 57,764 2,635 11,849 1,595 73,843 
2014 57,504 2,519 11,356 1,908 73,287 
2015 59,442 886 12,430 1,967 74,725 
2016 57,844 832 12,039 1,851 72,566 

※１収集量はステーション収集分のみ。２処理量には清水町搬入分他を含む。３焼却は搬量である。 

（資料：クリーンセンター管理課） 

 

○県内市町との生活系ごみの 1人 1日当たりの排出量の比較（上位 10市町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※生活系ごみの 1人 1日当たりの排出量：(生活系ごみ搬入量+集団回収量)/総人口/365 

（資料：環境省 2016年度一般廃棄物処理事業実態調査） 
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○本市のリサイクル率の推移 

年度 ごみ総排出量(t) リサイクル率(%) 

2012 65,641 26.4% 

2013 63,917 24.9% 

2014 62,770 23.9% 

2015 62,312 25.5% 

2016 61,227 24.8% 

※リサイクル率：(直接資源化量+中間処理後再生利用量+集団回収量)/(ごみ処理量+集団回収量)×100 

（資料：環境省一般廃棄物処理事業実態調査） 

 

○県内市町とのリサイクル率の比較（上位 10市町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※リサイクル率：(直接資源化量+中間処理後再生利用量+集団回収量)/(ごみ処理量+集団回収量)×100 

直接資源化量：中間処理施設を経ずに、再生業者等に直接搬入される量 

中間処理後再生利用量：(焼却施設+粗大ごみ処理施設+ごみ堆肥化施設+ごみ飼料化施設+メタン化施 

設+ごみ燃料化施設+その他の資源化等を行う施設+その他の施設)における再 

生利用量 

集団回収量：自治会、子ども会、PTAなどの地域の団体や民間事業者が、家庭から出る新聞紙や段ボー 

ルなどの資源物を回収する量 

ごみ処理量：直接焼却量+直接最終処分量+焼却以外の中間処理量+直接資源化量 

（資料：環境省 2016年度一般廃棄物処理事業実態調査） 
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Ⅰ－３ 交流 
 

主な現状 

○観光レクリエーション客数は、リーマンショック（2008年）や東日本大震災（2011年）

の影響で落ち込みましたが、その後は増加しており、2017 年度は約 380 万人が本市を

訪れています。 

〇外国人宿泊数は、欧米を除くとアジア近隣諸国からの来訪が多く、台湾・韓国・香港は

増加傾向にあります。 

 

Ⅰ－３－１ 観光交流の状況 

 

本市の観光レクリエーション客数は近年増加していますが、周辺都市の観光交流客数

の合計に占める割合にはあまり変動がありません。 

 

○観光交流客数の推移 

観光交流客数は、2017 年度には 460 万人を超え、観光レクリエーション客数、宿泊客

数ともに増加傾向にあります。 

（単位：人） 

年度 
観光 

レクリエーション客数 
宿泊客数 観光交流客数 

2011 2,313,681 602,897 2,916,578 

2012 2,535,512 709,233 3,244,745 

2013 2,952,711 745,191 3,697,902 

2014 3,093,892 721,375 3,815,267 

2015 3,206,359 809,258 4,015,617 

2016 3,335,133 811,135 4,146,268 

2017 3,752,007 871,569 4,623,576 

(資料：静岡県観光交流の動向(静岡県文化・観光部観光交流局観光政策課)) 

 

〇沼津港の入れ込客数【参考：上記表の数には含まれていない】 

  2018 年（H30） 2015 年（H27） 2012 年（H24） 2009 年（H21） 

人数 166 万人 156 万人 145 万人 132 万人 
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〇観光レクリエーション客数と宿泊客数の推移 

本市の観光レクリエーション客数（観光施設（地点）、スポーツ・レクリエーション

施設、行祭事およびイベント等への入場者・参加者等を市町が集計）は、リーマンショ

ック（2008年）や東日本大震災（2011年）の影響で落ち込みましたが、その後は増加

しており、2017年は約 380万人が本市を訪れています。 

（資料：静岡県観光交流の動向） 

 

〇周辺都市の観光交流客数の合計に占める割合の推移 

周辺都市の観光交流客数を比較すると本市が占める割合はあまり多くなく、変動があ

りません。 

 

※観光交流客数は観光レクリエーション客数及び宿泊客数の合計 

（資料：静岡県観光交流の動向） 
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〇周辺都市の観光交流客数の推移 

 

 

※観光交流客数は観光レクリエーション客数及び宿泊客数の合計 

※その他周辺都市合計は裾野市、伊豆の国市、函南町、清水町、長泉町の合計 

（資料：静岡県観光交流の動向） 

 

Ⅰ－３－２ インバウンドの状況                                 

 

近年は多数を占める中国人の増減の影響が大きく減少傾向にありましたが、2018 年度

は回復しました。また、欧米を除くとアジア近隣諸国からの来訪が多く、台湾・韓国・香

港は増加傾向にあります。 

 

〇外国人宿泊者数 

2016 2017 2018 

1,570,350 人（静岡県） 1,501,920人（静岡県） 1,793,750 人（静岡県） 

42,785人（沼津市） 38,132人（沼津市） 42,835人（沼津市） 

【沼津市】地域別、人数、割合 

中国、29,102人、68.0% 中国、23,908人、62.7% 中国、26,139 人、61.0% 

欧米、 4,322人、10.1% 欧米、 4,411人、11.6% 欧米、 4,447 人、10.4% 

台湾、 1,918人、 4.5% 台湾、 2,286人、 6.0% 台湾、 2,708 人、 6.3% 

韓国、 1,442人、 3.4% 韓国、 1,922人、 5.0% 韓国、 2,653 人、 6.2% 

香港、   870人、 2.0% 香港、   924人、 2.4% 香港、 1,220 人、 2.8% 

（※資料：観光庁宿泊旅行統計調査（年）、市による主要 26宿泊施設調査（年度）） 
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Ⅰ－３－３ 地域資源・観光拠点 
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Ⅰ－４ 産業 
 

主な現状 

○昼間人口が一貫して夜間人口を上回っているものの、その差は減少傾向にあり、昼夜間

人口比率も下がっており、流入・流出人口に大きな差がない状況です。 

○就業者数及び事業所数は減少傾向にあります。 

○本市の産業は、第 3 次産業が多くなっています。 

○工業では、事業所数は減少傾向にあり、製造品出荷額等も伸びていない状況です。 

○商業では、卸売業・小売業とも、近年、年間商品販売額、事業所数は横ばいの状況です。 

 

Ⅰ－４－１ 昼夜間人口 

 

本市の昼夜間人口は、2015年国勢調査において、夜間人口 195,633人、昼間人口 209,378

人と昼間人口が夜間人口を上回り、流入超過しています。 

1990 年以降の推移を見ると、昼間人口が一貫して夜間人口を上回っているものの、そ

の差は減少傾向にあり、昼夜間人口比率も下がっています。 

 

 

※昼夜間人口比率＝昼間人口÷夜間人口 

（資料：国勢調査） 
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(人) 

Ⅰ－４－２ 産業の状況 

 

本市は第３次産業を主としており、就業者数は減少傾向にあります。事業所数も総数で

は減少していますが、医療・福祉産業の事業所数は増加しています。 

市民 1 人当たり市町内総生産額を周辺都市と比較すると、周辺都市平均を下回ってい

ます。 

工業では、事業所数は減少傾向にあり、製造品出荷額等も伸び悩んでいます。 

商業では、卸売業・小売業とも、近年は横ばいの状況です。 

 

〇本市の就業者数の推移  

2005 年以降の推移を見ると、産業分類別就業者数の構成比は変わらず、就業者数は減

少し 10万人以下になりました。 

  

 

（資料：国勢調査） 

 

〇本市の就業者の産業別割合の推移 

本市の産業分類別就業者数の割合は、第１次産業が 2.7%、第２次産業が 31.2%、第３次

産業が 66.0%となっており、３分の２近くを第３次産業が占めています。 

 

  （資料：国勢調査） 
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〇本市の産業分類別事業所数、従業者数 

本市の産業分類別事業所数は、総数では減少していますが、医療、福祉の事業所数は

増加しています。2014年の経済センサスでは、卸売業、小売業が 2,712事業所と最も多

く、宿泊業、飲食サービス業、製造業の順となっています。 

産業分類別従業者数は、2014 年の経済センサスによると、製造業が 23,960 人と最も

多く、卸売業、小売業が 20,829人、医療、福祉が 10,836人の順となっています。 

 

事業所数（事業所）  従業者数（人） 

産業分類 2009 2014  産業分類 2009 2014 

農業，林業 20 19  農業，林業 135 142 

漁業 17 12 
 

漁業 369 326 

鉱業，採石業，砂利採取業 0 0 
 

鉱業，採石業，砂利採取業 0 0 

建設業 1,163 964 
 

建設業 7,663 5,895 

製造業 1,304 1,214 
 

製造業 25,528 23,960 

電気・ガス・熱供給・水道業 14 11 
 

電気・ガス・熱供給・水道業 808 669 

情報通信業 141 119 
 

情報通信業 2,743 2,246 

運輸業，郵便業 251 237 
 

運輸業，郵便業 5,856 5,923 

卸売業，小売業 3,014 2,712 
 

卸売業，小売業 22,893 20,829 

金融業，保険業 255 247 
 

金融業，保険業 3,408 3,728 

不動産業，物品賃貸業 732 667 
 

不動産業，物品賃貸業 2,484 2,323 

学術研究，専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 526 474 
 

学術研究，専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 3,403 3,226 

宿泊業，飲食サービス業 1,676 1,508 
 

宿泊業，飲食サービス業 11,280 9,770 

生活関連サービス業，娯楽業 979 918 
 

生活関連サービス業，娯楽業 5,275 4,329 

教育，学習支援業 394 397 
 

教育，学習支援業 5,137 4,825 

医療，福祉 621 722 
 

医療，福祉 9,787 10,836 

複合サービス事業 61 57 
 

複合サービス事業 640 554 

サービス業 

（他に分類されないもの） 
739 708 

 
サービス業 

（他に分類されないもの） 
10,871 9,845 

公務 64 60 
 

公務 3,311 2,333 

総数 11,971 11,046 
 

総数 121,591 111,759 

※経済センサス基礎調査は 2009年が初回で 2014年が 2回目、次回調査は 2019年を予定している。 

（資料：経済センサス基礎調査） 
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〇本市と周辺都市の産業分類別市町内総生産の構成比率 

第１次産業、第２次産業、第３次産業の市町内総生産の構成比を、本市と周辺都市とで

比較すると、本市は周辺都市よりも第２次産業の構成比が小さく、第３次産業の構成比率

が高くなっています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
※市町内総生産：地域内の生産活動によって新たに生み出された付加価値の合計額であり、産出額から 

中間投入額（原材料、燃料等の物的経費およびサービス経費等）を控除したもの 

※産業分類別市町内総生産比率：第 1・2・3次産業の市町内総生産額/（第 1～3次産業に市町内総生産 

額の合計）×100 

（資料：2015年度版しずおかけんの地域経済計算） 
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〇工業の製造品出荷額等と事業所数の推移 

工業の事業所数は減少傾向にあり、製造品出荷額等も伸び悩んでいます。 

 

※2011年は 2012年経済センサス活動調査（2012年 2月 1日実施）による実績値 

※2015年は 2016年経済センサス活動調査（2016年 6月 1日実施）による実績値 

※2016年は 2017年工業統計調査（2017年 6月 1日実施）による実績値 

（資料：工業統計調査） 

（資料：2012年、2016年経済センサス活動調査） 

 

〇本市の卸売業の年間販売額と事業所数の推移 

本市の卸売業は 2012 年から 2014 年の間に事業所数と年間販売額が増加しましたが、

近年は横ばい状態です。 

 

（資料：2012年、2016年経済センサス活動調査） 

（資料：2014年商業統計調査） 
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〇本市の小売業の年間販売額と事業所数の推移 

本市の小売業は 2012 年から 2014 年の間に事業所数と年間販売額が増加しましたが、

近年は横ばい状態です。 

 

 

（資料：2012年、2016年経済センサス活動調査） 

（資料：2014年商業統計調査） 

 

Ⅰ－４－３ リノベ従業者数・まちづくりファンド件数 

  

地域の産業支援や起業支援とともに、市内の遊休不動産を活用しながら、まちなかの居

住を支えるサービス業等の新たな担い手を育成し、新たな仕事づくりと雇用の創出を図

っています。 

 

〇リノベーション等による従業者数                    （人） 

分類 2016年度 2017年度 2018 年度 

リノベーション ３ １６ ２４ 

まちなか起業 １ ２ ４ 

合計 ４ １８ ２８ 

（資料：まちづくり政策課） 

 

〇沼津市民間支援まちづくりファンド事業件数               （件） 

分類 2016年度 2017年度 2018 年度 

ソフト※１ ２９ ３３ ３５ 

ハード※２ ３ ３ ３ 

合計 ３２ ３６ ３８ 

※１地域活性化や住民の生活向上に役立つ「まちづくり活動」       （資料：地域自治課） 

※２まちづくりに資する施設整備等  

1,951 2,250 2,310 

1,351 

1,494 1,463 

1,500

2,000

2,500

1,200

1,400

1,600

2012 2014 2016

年間商品販売額（億円） 事業所数

（億円） （事業所数） 
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Ⅰ－５ 安全・安心 
 

主な現状 

○静岡県第４次地震被害想定による本市の被害想定は、津波浸水が甚大なものになって

います。また、河川氾濫による浸水範囲は広範囲にわたるため、ハザードマップの作成

や避難方法の検討が必要です。 

○犯罪発生率を県と比較すると、沼津警察署管内は県よりも高くなっています。 

○交通事故の発生件数・死傷者は、減少傾向にあります。 

〇高齢者関連事故数、高齢者運転起因事故数に関しては、県よりも発生件数が高くなって

います。 
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Ⅰ－５－１ 津波・浸水対策等の災害対策の状況 
  

本市で想定されている地震・津波から可能な限り被害を軽減させるために、避難地・避

難所、津波避難ビルの指定、津波避難路整備などを実施しています。 

 

 ○地震・津波ハザードマップ（全市版） 
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○液状化ハザードマップ 
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○河川氾濫による浸水想定区域図 
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Ⅰ－５－２ 防犯・交通安全 

 

2018 年のデータで沼津警察署管内（沼津市・清水町）の犯罪は発生件数 1,686 件とな

っています。 

2014 年以降の推移を見ると犯罪認知件数は減少傾向にあるものの、犯罪発生率を県と

比較すると、沼津警察署管内は県よりも高くなっています。 

交通事故の発生件数・死傷者は、全国、県と同様に本市においても減少傾向にあります。

交通事故発生件数の増減率は、県と同程度で全国よりも減少率が低くなっています。 

高齢者関連の事故の状況については、県と比較すると 10万人当たりの発生件数が高く

なっています。 

 

○犯罪発生・検挙数（刑法犯）の推移(件) 

年次 
総数 

(認知件数) 
殺人 強盗 放火 

その

他凶

悪犯 

暴行 

傷害 

脅迫 

恐喝 
窃盗 

詐欺 

横領 
その他 

犯罪発生率 

（総数/人口） 

2014 
沼津警察署 2,077 1  4 3  2  112  10  1,536  80 329  0.92%  

静岡県 25,601 30  63 40  33  1,461  168  18,514 931 4,361   0.69% 

2015 
沼津警察署 1,894 3  8 2  4  119  16  1,398  55 289  0.84%  

静岡県 23,480 28  54 42  20  1,653 221  16,615 838 4,009   0.64% 

2016 
沼津警察署 2,016 3  6 1  0  157  16  1,475  74 284  0.89%  

静岡県 22,097 32  57 27  25  1,956  170  15,463 851 3,516  0.60% 

2017 
沼津警察署 1,949 4 6 3 5 128 4 1,432 78 289 0.87% 

静岡県 20,869 34 42 23 30 1,680 141 14,674 918 3,327 0.57% 

2018 
沼津警察署 1,686 6 6 3 4 146 11 1,167 65 278 0.76% 

静岡県 19,659 30 48 26 36 1,745 135 13,293 973 3,373 0.53% 

       （資料：沼津警察署、静岡県警察本部交通年鑑） 
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○交通事故発生件数（人身事故）の推移 

年次 

沼津市 静岡県 全国 

発生件

数 

死者

(人） 

傷者

（人） 

発生件

数 

死者

(人） 

傷者

（人） 

発生件

数 

死者

(人） 

傷者

（人） 

2014 1,858 8 2,412 33,499 143 43,640 573,842 4,113 711,374 

2015 1,950 10 2,529 32,491 153 42,533 536,889 4,117 666,023 

2016 1,894 7 2,420 31,518 137 41,221 499,201 3,904 611,853 

2017 1,801  7 2,255  30,244  128  39,353  472,165  3,694  580,850  

2018 1,644 7 2,144 28,052 97 36,132 430,601 3,532 525,846 

（資料：沼津警察署、静岡県警察本部交通年鑑） 

 

○交通事故発生件数（人身事故）の増減率の推移 

期間 沼津市増減率 静岡県増減率 全国増減率 

2013 年-2014 年 -8.8% -4.9% -8.8% 

2014 年-2015 年 5.0% -3.0% -6.4% 

2015 年-2016 年 -2.9% -3.0% -7.0% 

2016 年-2017 年 -4.9% -4.0% -5.4% 

2017 年-2018 年 -8.7% -7.2% -8.8% 

増減率平均 -4.1% -4.4% -7.3% 

※増減率：（交通事故発生件数÷前年交通事故発生件数）-1 

 

〇高齢者関連事故数 

年次 

沼津市 静岡県 

件数  死者

（人） 

 件数  死者

（人） 

 

10 万人

当たり 

10万人

当たり 

10万人

当たり 

10万人

当たり 

2014 527 956.1 3 5.44 10,106 1,016.2 73 7.34 

2015 555 1,006.9 2 3.63 10,364 1,042.1 88 8.85 

2016 595 1,022.2 4 6.87 10,259 983.1 85 8.15 

2017 593 1,004.5 5 8.47 10,113 953.7 74 6.98 

2018 545 912.3 4 6.70 9,655 900.1 55 5.13 

 (資料：静岡県警察本部交通年鑑) 
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〇高齢運転起因事故 

年次 

沼津市 静岡県 

件数  死者

（人） 

 件数  死者

（人） 

 

10 万人

当たり 

10万人

当たり 

10万人

当たり 

10万人

当たり 

2014 308 1,062.0 0 0.00 5,924 1,040.7 28 4.92 

2015 313 1,041.1 1 3.33 6,252 1,053.2 44 7.41 

2016 351 1,132.0 3 9.68 6,147 1,000.1 41 6.67 

2017 335 1,057.0 2 6.31 6,131 971.0 36 5.70 

2018 326 1,004.3 2 6.16 5,863 907.2 31 4.80 

(資料：静岡県警察本部交通年鑑) 

 

〇運転免許証返納者推移（65歳以上の沼津市民） 

年度 返納件数 

2014 438 

2015 647 

2016 662 

2017 635 

2018 687 

（資料：市民相談センター） 
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Ⅰ－５－３ 空き家の状況                   
 

地区別の空き家等総数では、「第三」が 194 件と最も多く、次いで「金岡」が 125 件、

「静浦」が 122 件、また、管理不全な状態である空き家等では、「第三」が 28 件と最も

多く、次いで「静浦」が 24 件、「片浜」が 20 件となっています。空き家等の分布状況を

みると、空き家等総数が最も多い「第三」では、面的に空き家等が分布しており、管理不

全な状態である空き家等は駿河湾方面に密集し、塩害等の原因により市街地よりも老朽

化が進行している空き家等が多いことが予想されます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：まちづくり指導課） 

 

 

  

2015年国勢調査 
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Ⅰ－６ 市民の意向 
 

市民の主な意向 

〔2018年（Ｈ30）実施市民アンケート調査〕 

○沼津市の政策全体に対する満足度が低くなっています。 

○沼津市への「定住意向」は６割を超えています。 

○沼津市が今後取り組むべきと思う事項は、「中心市街地の活性化」、「医療・福祉サービ

スの充実」、「地震や津波、豪雨災害などへの安全対策」、「企業誘致など働く場の確保や

起業創業の支援」の順になっています。 

○定住人口確保に向けた子育て世代の支援として必要なことは、「医療費助成や保育料の

軽減など経済的支援」、「延長保育や放課後児童クラブの拡充など共働き世帯への支援

の充実」、「安心して遊ばせることのできる遊び場・公園などの整備」の順となっていま

す。 

○リノベーションのまちづくりについては、「期待している」が７割を超えています。 

 

〔2010年度～2018年度の市民意識の変化〕 

○災害に強いまちづくりについては、2011 年の東日本大震災以降、毎年度、「重要度」、

「優先度」ともに１位となっており、津波の危険に対する市民意識の高さが伺えます。 

○「満足度」が低い中心市街地の活性化と魅力ある空間づくりについては、近年「優先

度」、「重要度」も増加傾向となっており、リノベーションまちづくりの認知度向上や駅

周辺整備事業の推進、中心市街地の衰退への市民の危機感が伺えます。 

○公共交通の活性化と工業の振興と新産業の育成について近年「満足度」が低くなってお

り、少子高齢化を見据えた不安や企業誘致等の産業の活性化の必要性の認識の高さが

伺えます。 

○2010 年から変わらず「満足度」の低い商業・サービス産業の振興、体系的な交通網と

交通環境の整備、「優先度」の高い高齢者福祉の充実、子育て環境の整備、安定した暮

らしの支援については、引き続き重点的に取り組んでいく必要があります。 

○資源循環型のまちづくり、地球環境の保全、自然環境との共生は、変わらず「重要度」

が高く、市民の環境保全意識が高いことが伺えます。 

 

〔ぬまづ・まちづくり会議２０１７〕 

○中心市街地への意向では、「① 安全で快適な交通環境、② 人を引き付ける商業地、③ 

美しい景観、④ まちの機能の集約が、“まち”の中にあり、これらが、⑤ 魅力的に発

信されている。」となっています。 

○南北方向の都市軸を活かすことへの意向では、「北は市民生活・産業集積、南は観光レ

クリエーションといった ① 各拠点の役割分担が明確化しており、その上で ② 各拠

点の充実や ③ 拠点内の利用しやすさの向上が必要」となっています。 

○観光資源を活かすことへの意向では、「① 既存の観光資源を磨き上げること、② 観光

しやすい基盤を整えること、③ 情報を発信することが必要」となっています。 
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Ⅰ－６－１ 市民意向調査 

 

①まちづくり市民アンケート調査 

○調査概要 

調査期間 2018年 9月 25日（火）～10月 12日（金） 

調査対象 沼津市に在住する 20歳以上の市民 3,500人 

抽出方法 住民基本台帳データより無作為抽出 

調査方法 郵送調査法 

有効回答数 1,423票（有効回答率 40.7％） 

 

○沼津市の政策全体についての満足度 

沼津市の政策全体に「大変満足している」「満足している」を合わせた回答は 7.9％で

あり、逆に「やや不満である」「不満である」を合わせた回答は 43.4％である。不満の回

答が満足の回答の約 5.5倍となっており、市政に対する満足度は低いといえる。 

 

   

○沼津市への定住意向 

沼津市に「住み続けたい」との回答が最も高く 38.1％であり、次いで「どちらかとい

えば住み続けたい」が 26.3％であり、両者を合わせた住み続けたいの回答が 64.4％と過

半数を占めている。一方、「どちらかといえば住み続けたくない」10.0％、「住みたくない」

1.9％であり、両者を合わせた住みたくないの回答は 11.9％であり、住み続けたいの回答

が約 5.4倍多くなっている。 

 

0.4%

7.5% 37.0% 23.3% 20.1% 9.4% 2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

１．大変満足している ２．満足している ３．ふつう
４．やや不満である ５．不満である ６．わからない
無回答・無効回答

38.1% 26.3% 22.6% 10.0% 1.9%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全

体

１．住み続けたい ２．どちらかといえば住み続けたい
３．どちらともいえない ４．どちらかといえば住みたくない
５．住みたくない 無回答・無効回答
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○沼津市が取り組むべきと思う事項 

沼津市が今後取り組むべきと思う事項は、「中心市街地の活性化」が 42.3％で最も高く、

次いで「医療・福祉サービスの充実」39.3％、「地震や津波、豪雨災害などへの安全対策」

34.3％、「企業誘致など働く場所の確保や起業創業の支援」30.6％となっている。 

 

 

  

 

 

  

1.5%

1.6%

4.4%

5.0%

5.1%

7.1%

8.3%

8.9%

9.2%

11.8%

16.8%

19.6%

23.1%

28.3%

30.6%

34.3%

39.3%

42.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

16．ICTやビッグデータなど最先端技術の活用

無回答・無効回答

17．その他

15．自然環境の保全

8．文化芸術の振興・伝統文化の保存活用

4．健康づくりの推進及び環境の充実

7．スポーツや生涯学習のできる環境づくり

14．公園やコミュニティ施設の充実

2．地域資源の活用による交流人口の拡大

5．妊娠、出産への支援など少子化対策

9．農林水産業・商工業など地域産業の活性化

6．保育などの子育て支援や学校の教育環境の…

12．道路環境の整備や公共交通の充実

1．定住人口確保への対策

10．企業誘致など働く場所の確保や起業創業…

13．地震や津波、豪雨災害などへの安全対策

3．医療・福祉サービスの充実

11．中心市街地の活性化
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○定住人口確保に向けた子育て世代の支援に必要なこと 

定住人口確保に向けた子育て世代の支援として特に必要だと思うことは、「医療費助成

や保育料の軽減など経済的支援」が 55.3％でもっとも高く、次いで「延長保育や放課後

児童クラブの拡充など共働き世帯への支援の充実」37.2％、「安心して遊ばせることので

きる遊び場・公園などの整備」24.2％となっている。 

 

 

○リノベーションまちづくりについて 

リノベーションまちづくりについては、「期待している」が 70.8％で、「どちらでもな

い」17.8％、「期待していない」10.0％となっており、市民の関心度は高いといえる。 

 

  

 

 

4.2%

4.2%

6.3%

10.1%

10.3%

15.7%

17.3%

17.6%

24.2%

37.2%

55.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答・無効回答

10．その他

5．家庭訪問などによる児童虐待防止に向けた取

組

2．子育てサークルや自治会など地域で子育て支

援を行う団体の活動支援

4．子育て家庭の育児不安の解消に向けた育児相

談機能の充実

7．ひとり親世帯の自立支援に向けた生活支援施

設の整備、相談体制の充実

1．幼稚園・保育園数の充実

8．就労環境の見直しや男性の育児休業取得の推

進などワーク・ライフ・バランスに関する取…

9．安心して遊ばせることのできる遊び場・公園

などの整備

6．延長保育や放課後児童クラブの拡充など共働

き世帯への支援の充実

3．医療費助成や保育料の軽減など経済的支援

70.8% 17.8% 10.0% 1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

１．期待している ２．どちらでもない ３．期待していない 無回答・無効回答
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②2010年度～2018年度の市民意識の変化 

第４次沼津市総合計画の施策実施前の 2010年度と 2018年度における「重要度が高い」、

「満足度が低い」、「優先度が高い」施策の各上位５番までを下表にまとめ、市民意識の変

化を確認した。 

 

  災害に強いまちづくりについては、2011 年の東日本大震災以降、毎年度、「重要度」、

「優先度」ともに１位となっており、津波の危険に対する市民意識の高さが伺える。 

2010年度-2018年度ともに「満足度」が低い中心市街地の活性化と魅力ある空間づくり

については、近年「優先度」、「重要度」が増加傾向となっており、ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝまちづくりの

認知度向上や駅周辺整備事業の推進への期待、中心市街地の衰退への危機感が伺える。 

また、公共交通の活性化と工業の振興、新産業の育成について近年「満足度」が低くな

っており、少子高齢化を見据えた不安や企業誘致等の産業の活性化の必要性の認識の高

さが伺える。 

2010 年度から変わらず「満足度」の低い商業・サービス産業の振興、体系的な交通網

と交通環境の整備、「優先度」の高い高齢者福祉の充実、子育て環境の整備、安定した暮

らしの支援については、引き続き重点的に取り組んでいく必要がある。 

資源循環型のまちづくり、地球環境の保全、自然環境との共生は、変わらず「重要度」

が高く、市民の環境保全意識は高い。 

 

年度 重要度が高い（横軸） 満足度が低い（縦軸） 優先度が高い（バブルの大きさ） 

2010 

①資源循環型のまちづくり ①中心市街地の活性化と魅力

ある空間づくり 

①高齢者福祉の充実 

①地球環境の保全、自然環境

の共生 

②商業・サービス産業の振興 ②災害に強いまちづくり 

③災害に強いまちづくり ③行政改革の推進 ③安定した暮らしの支援 

④安定した暮らしの支援 ④安定した暮らしの支援 ④子育て環境の整備 

⑤高齢者福祉の充実 ⑤体系的な交通網と交通環境

の整備 

⑤保健・医療の充実 

2018 

①災害に強いまちづくり ①中心市街地の活性化と魅力

ある空間づくり 

①災害に強いまちづくり 

②資源循環型のまちづくり ②商業・サービス産業の振興 ②安定した暮らしの支援 

③安定した暮らしの支援 ③体系的な交通網と交通環境

の整備 

③高齢者福祉の充実 

④地球環境の保全、自然環境

との共生 

④公共交通の活性化 

 

④子育て環境の整備 

⑤市民生活の安全確保 ⑤工業の振興と新産業の育成 ⑤中心市街地の活性化と魅力

ある空間づくり 

※2010年度と 2018 年度における「重要度が高い」、「満足度が低い」、「優先度が高い」施策の

各上位５番まで上表にまとめています。 
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地球環境の保全、 自然環境との

共生

1

2 資源循環型のまちづくり

汚水処

理対策

の推進

3

公共交通 4

の活性化

5 災害に強いまちづくり

6 市民生活の安全確保

7

安全で円滑な

道路交通の確保

快適で緑

豊かな居

住環境の

整備

8 

9

親切で便

利な共生

のまちづくり

共に支えあう

住みよい

地域づくり

10

11

子育て

環境の

整備

子どもの

教育の

充実、

健全な

育成

12 

保健・

医療の

充実

13

スポーツ

の推進

14 

生涯学習

の充実

15 

16

芸術・文化

の振興

17 高齢者福祉の充実

障害者

福祉の

充実

18

19 安定した暮らし

の支援

20

ぬまづの

魅力の創

造と発信

21 沼津へ

の誘客の推進

22

中心市街地の

活性化と魅力

ある空間づくり

23

体系的な交通

網と交通環境

の整備

24 商業・サービス産業の振興

25

工業の振

興と新産

業の育

農林水

産業の

振興

26
27 新たな広域

都市づくり

28

市民主体

の協働の

まちづくり
29

行政

改革の

推進

-1.00

-0.50

0.00

0.50

1.00

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00

2018年度 市の施策の推進に関する市民意識調査

平均値

-0.18

現状を維持

（重要度↓ 満足度↑）

経過を観察

（重要度↓ 満足度↓）

質を高めながら継続

（重要度↑ 満足度↑）

優先的に改善

（重要度↑ 満足度↓）

平均値

0.79 重要性（ポイント）

満
足
度
（
ポ
イ
ン
ト
）

1 地球環境の保全,自然環境との共生

2 資源循環型のまちづくり

3 汚水処理対策の推進

4

公共交通

の活性化

5 災害に強いまちづくり

市民生

活の安

全確保

6

安全で円滑な

7   道路交通の確保

快適で緑

豊かな居住

環境の整備

8 

9

親切で便利

な共生の

まちづくり

共に支えあう

住みよい

地域づくり

10

11

子育て

環境の整備

子ども

の教育

の充実、

健全な

育成

12 
13 保健・医療の充実

14

スポーツ

の推進

生涯学習

の充実

15 

芸術・文化

の振興

16

17   高齢者福祉の充実

18

障害者福

祉の充実

19 安定した暮らしの支援

ぬまづの

魅力の創

造と発信

20 沼津への

誘客の推進 21

22

中心市街地の

活性化と魅力

ある空間づくり

23

体系的な交通

網と交通環境

の整備

24

商業・サー

ビス 産業

の振興

25

工業の振

興と新産

業の育成

農林水

産業の

振興

26

27 新たな

広域都市

づくり

28

市民主体の協働

のまちづくり

29

行政改革

の推進

-1.00

-0.50

0.00

0.50

1.00

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00

2010年度 市の施策の推進に関する市民意識調査

平均値

-0.26

現状を維持

（重要度↓ 満足度↑）

経過を観察

（重要度↓ 満足度↓）

質を高めながら継続

（重要度↑ 満足度↑）

優先的に改善

（重要度↑ 満足度↓）

平均値

0.87

満
足
度
（ポ
イ
ン
ト
）

重要性（ポイント） 
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Ⅰ－６－２ ぬまづ・まちづくり会議２０１７ 

 

○会議概要 

目的 まちづくりの主役である市民に対して積極的な情報公開を行い、市政に対

する理解を得るとともに、市民がわくわくする元気なまちづくりを推進す

るため、本市全体の将来のまちの姿を市民と検討する場として、市民まち

づくり会議を開催しました。 

開催経過 市長講話（7月 9日 13：00～）参加 46人 

第１回ぬまづ・まちづくり会議（7月 9日 14：00～）参加 27 名 

【テーマ１】『中心市街地の活性化による・沼津の将来』 

第２回ぬまづ・まちづくり会議（7月 23日 13：00～）参加 24 名 

【テーマ２】『南北の都市軸を活かすことによる・沼津の将来』 

第３回ぬまづ・まちづくり会議（8月 6日 13：00～）参加 22 名 

【テーマ３】『豊富な観光資源を活かすことによる・沼津の将来』 

第４回ぬまづ・まちづくり会議（8月 27日 13：00～）参加 23 名 

『市長へのプレゼンテーション』 

 

○第１回会議の概要（テーマ：中心市街地の活性化による・沼津の将来） 

◆沼津の中心市街地は こんな“まち”に

なったらいい 

① 安全で快適な交通環境、② 人を惹きつ

ける商業地、③ 美しい景観、④ まちの機

能の集約が、“まち”の中にあり、これらが、

⑤ 魅力的に発信されている。 

◆中心市街地が元気になったら 沼津は

こうなるんじゃない？ 

中心市街地が元気になることで、①交流や 

②産業が生まれ、③定住人口が増加して子

育てしやすい“ぬまづ”になり、④市民が元

気になっていく。 

 

○第２回会議の概要（テーマ：南北の都市軸を活かすことによる・沼津の将来） 

◆南北方向の都市軸強化に必要なこと  

 拠点の強化に必要なこと 北は市民生活・産業集積、南は観光レクリ

エーションといった ① 各拠点の役割分担

が明確化しており、その上で ② 各拠点の

充実や ③ 拠点内の利用しやすさの向上が

必要 

拠点を支える交通の強化に必要なこと ① 南北道路の利便性の向上により移動し

やすく、移動した先で ② まち全体の交通

網に配慮した駐車場の整備、がなされてお

り、結果として ③ 公共交通の充実による

アクセス性の向上が図られていることが必

要 



48 

 

◆南北方向の都市軸の強化で沼津はこう

なるんじゃない？ 

① 市民生活が向上し、定住人口が増加す

る、ほか、② 商業のにぎわいや ③ 観光に

よる交流が生まれ、④ 交通手段の充実によ

りどこにでもアクセスしやすくなる。 

まちの北側は市民生活サービスや産業集

積、南側は観光レクリエーションを充実さ

せる方針とし、南北軸はそれを支えかつ交

流を円滑にする役割を担い、それにより沼

津市全体が魅力的で元気なまちになる、と

いったストーリーが描かれている。 

 

○第３回会議の概要（テーマ：豊富な観光資源を活かすことによる・沼津の将来） 

◆観光資源の活用のために重要なこと  

 観光資源の活用のために重要なこと ① 既存の観光資源を磨き上げること、② 

観光しやすい基盤を整えること、③ 情報を

発信することが必要 

既存の観光資源を磨き上げるために重

要なこと 

① 海（深海） ② 歴史・文化 ③ 富士山な

どの景観 ④ 食 それぞれの魅力にさらに

磨きをかけることが必要 

観光しやすい基盤を整えるために重要

なこと 

観光案内所やレンタサイクルなど ① 楽し

みやすい観光地づくりのほか、旅行者の用

途・時間に応じたコースづくりをするなど 

② 選びやすい観光コース設定が必要 

情報を発信するために重要なこと ラブライブなど① ロケ地の誘致・ロケ地巡

りをＰＲするほか、② 入手しやすく分かり

やすい情報、③ マスコミ等を活用したシテ

ィプロモーションが必要 

◆観光資源を活かすことで 沼津はこう

なるんじゃない？ 

① 交通が便利になる ② 経済が活性化す

る ③ 交流人口が増加することなどによ

り、④ 定住人口が増加し、⑤ 市のイメー

ジがアップする。 

観光資源を活かすことによって、沼津市全

体のイメージがアップし、より元気で魅力

的なまちが形成されていくことにつなが

る。 

 


